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因果関係あるいは副次的効果に及ぶ射程を論じ、違法ではあるが有責でない侵害に対する原状回復と捉える視点を基
本権の統合性の観点から位置づけている。 
 第５章、第６章、第７章は、第４章で扱った結果除去請求権の射程を、第三者効力を伴う行政行為への応用可能性、
行政庁の不作為（結果除去の不作為）による侵害との関係、公法上の不作為請求権との関係について、さらに詳述す
る。この中で、特に不作為請求権との関係について、これが十分な救済を与えないときに、結果除去請求権が働くと
いう段階的な関係づけを行い、かつての「受忍せよ、そして補償を求めよ」という原則を克服するものとして、原状
回復請求権が確立されるべきことを主張する。 
 最後の第８章は、ドイツにおける議論を受けて、わが国の法解釈として、原状回復請求権が成り立ちうることを諸
学説を整理しながら提唱する。 
 本論文は、ドイツにおける結果除去請求権に関する議論状況を、その歴史、根拠、要件、内容、範囲（射程）につ
いて、学説と判例を渉猟することによって、克明に描き出している。その際、防御権としての基本権論（統合的基本
権論）との関連を常に意識し、関連する法理論（不作為請求権、犠牲補償請求権、社会法上の回復請求権、行政介入
請求権、私法上の請求権）との関連をも視野に入れ、公共施設の生活妨害、第三者効力を持つ行政処分の問題等の具
体的な問題への適用まで考察した上で、包括的な人権保障を行うために結果除去請求権が不可欠であることを説得力
を持って主張している。これまで、部分的には結果除去請求権の議論が紹介され、わが国の法解釈への反映が提唱さ
れてきたが、このような包括的な議論の整理は本論文が最初のもので、今後、このテーマに関する最も基本的な研究
として参照され、わが国の議論にも大きな寄与を与えていくことが予想される。 
 本論文は、審査委員全員が、十分に博士の学位を授与するに値するものと評価したものである。 
